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Ⅰ 池田市行財政改革推進プランⅡの概要 

１ 策定の趣旨

本市では、「第６次池田市総合計画」の柱の一つである「行財政改革を推進し希望の持て

るまち」の構築を念頭に、平成２３年度から「池田市行財政改革指針」及び平成２６年度を

目標年度とする「池田市行財政改革推進プラン」に沿って着実に行財政改革を進めてきた。

しかし、今後の必要経費を勘案すれば、市政運営に対してこれまで以上の効率性が求められ

る状況にあることから、平成３０年度までを改革期間とする「池田市行財政改革推進プラン

Ⅱ」（以下「プランⅡ」という。）を平成２７年３月に策定した。

このプランⅡに基づく行財政改革の取組を着実に遂行し、安定的かつ効率的な市政運営を

可能とする行財政基盤の確立に取り組む。

２ 改革期間

    平成２７年度から平成３０年度までの４年間

３ 改革の推進事項（４つの施策と１２項目）

（１）開かれた市政の推進

①市民参画の推進

②広報機能の充実

③広聴機能の充実

④情報公開などの充実

（２）健全な行財政運営の推進

①行政の効率性と財政の健全化の確保

   ②歳入の確保

   ③活力ある組織づくりと適正な人事管理

（３）広域行政の推進

   ①他市町との連携の強化

   ②国や府との協力関係の強化と役割分担

（４）情報通信技術の活用

   ①情報システムの機能強化

   ②行政情報の活用の高度化

   ③情報セキュリティ対策の高度化

４ 改革の目標

（１）プランⅡ期間における目標（平成２７年度～平成３０年度） 

①財政調整基金残高 平成３０年度末１０億円以上 

②経常収支比率９０％台  

    ③職員数（一般会計）６００人程度 

④人件費総額（退職手当を除く。）６０億円未満 

（２）中期目標（平成２７年度～平成３４年度） 

安定的な財政構造の確立（臨時財源補てんをせず形式収支黒字化） 
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Ⅱ 平成２８年度最終報告 

１ 目標に係る各種数値の推移 

（１）財政調整基金（※）残高（各年度末）の推移                    （単位：百万円） 

区 分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

実 績 4,509 4,434 4,538 － －

    ※ 財政調整基金とは、年度間の財源調整のために積み立てられるもので、大幅な税収減や災害

発生時等の予期せぬ支出への備えとなることから、その積立額は、後年度において安定的な市

政運営を行うための持続可能性を示す。 

（２）経常収支比率（※１）の推移         （単位：％）

区 分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

実 績 97.9 93.9 （※２）93.0 － －

（
参
考
）

全国市町村平均 91.3 90.0 － － －

大阪府内市町村平均 97.0 95.9 － － －

※１ 経常収支比率とは、財政構造の弾力性を表す指標で、この比率が高いほど投資的経費等の臨

時的経費に使用できる一般財源が少なく、財政構造が弾力性を失っていることを示す。 

※２ 平成 28年度の比率は、速報値 

＜参考＞健全化判断比率                                                （単位：％） 

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

28 年度 － － 4.4 23.5 

早期健全化基準 12.45 17.45 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 30.00 35.0  

※１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額が算定されな

いため「－」を表示

※２ 各比率は、速報値

（３）各会計別職員数（各年４月１日）の推移                 （単位：人） 

区    分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

① 一般会計 
推計  605 607 605 601

実績 599 600 595 598 －

② 特別会計 
推計 28 28 28 28

実績 32 28 28 28 －

③ 派遣 
推計 1 1 0 0

実績 1 1 0 0 －

小   計 
推計 634 636 633 629

実績 632 629 623 626 －

④ 病院事業会計 
推計 477 482 482 482

実績 462 465 451 466 －

⑤ 上下水道事業 

会計 

推計 82 82 82 82

実績 80 81 81 77 －

合     計 
推計 1,193 1,200 1,197 1,193

実績 1,174 1,175 1,155 1,169 －

※ 推計の職員数は、「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。 
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＜参考＞類似団体（※1）との普通会計職員数（※2）（各年４月１日）の比較 （単位：人） 

区    分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

池田市 
普通会計職員数 600 599 594 (※３)597 －

人口1万人当たり
普通会計職員数 

58.27  58.37 57.85 (※３)57.92 －

類似団体
普通会計職員数 792 790 743 － －

人口1万人当たり
普通会計職員数 

64.41 63.75 60.90 － －

※１ 人口と産業構造に基づく一般市の分類において、本市と同じグループに属する市 

※２ 普通会計職員数は地方公共団体定員管理調査結果による。 

※３ 平成 29年度の数値は、速報値 

（４）人件費総額（退職手当を除く）の推移               （単位：百万円） 

区 分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

実 績 5,972 6,045 5,965 － －

（５）目標達成に向けた進捗状況 

財政調整基金は、年度末残高は４５億３８００万円となり、前年度に比して１億円程度

増加し、目標値を上回る値を維持した。また、経常収支比率についても９３．０％となり、

目標数値の９０％台となった。 

一般会計の職員数については、平成２８年４月１日現在で５９５人となっており、目標 

数値である６００人程度となった。退職手当を除く人件費総額については、給料等の削減

を実施したことにより、平成２７年度の数値より減少し、５９億６５００万円となり、目

標数値である６０億円未満となった。 

２ 中期目標に係る数値の推移 

（１）形式収支の推移                          （単位：百万円） 

区 分 
26年度 
(参考)

27年度 28年度 29年度 30年度 

実 績 275 432 1,024 － －

臨時財源補てん 
額を除いた場合

47 222 1,006 － －

   ＜参考＞臨時財源補てん額                         （単位：百万円） 

区 分 
26年度 
(参考) 

27年度 28年度 29年度 30年度 

  土地売却 ※ 28 10 18 － －

基金取崩し 200 200 0 － －

計 228 210 18 － －

※ 土地売却は、財源補てん分のみ。基金取崩しは、財政調整基金に係るもののみ。 

（２）中期目標達成に向けた進捗状況 

臨時財源補てん額を除いた形式収支は、市税、地方交付税の増加等の要因から、１０億

６００万円の黒字となった。 
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